
様式例（法第31条第３項第４号関係） 

○適格消費者団体の社員について，その数及び個人又は法人その他の団体の別（社

員が法人その他の団体である場合にあっては，その構成員の数を含む。）を記載し

た書類  

2023年3月31日現在 

内 訳 数 

適格消費者団体の社員数 正会員 １２０名 

うち適格消費者団体の社員のうち，

個人数 
正会員 １０２名 

うち適格消費者団体の社員のうち，

法人その他の団体数 
正会員 １８団体 

うち適格消費者団体の社員が法

人その他の団体の場合における

その構成員数 

（団体名）特定非営利活動法人 新潟県消費者協会 

 １６団体 

（団体名）一般社団法人 新潟県労働者福祉協議会 

１２団体 

（団体名）公益社団法人 新潟県食品衛生協会 

１３団体 

（団体名）新潟県労働金庫 

２０６，２２７名 

（団体名）公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・

コンサルタント・相談員協会東日本支部新潟分科会

２０名 

（団体名）新潟県生活協同組合連合会 

１７団体 

（団体名）生活協同組合コープデリにいがた 

２４０，３６４名 

（団体名）こくみん共済coop新潟推進本部 

３５３，０８０名 

（団体名）白根保健生活協同組合 

１１，９２７名 

（団体名）ながおか医療生活協同組合 

１０，６６５名 

（団体名）新潟県職員生活協同組合 

１４，１９９名 



（団体名）新潟市職員生活協同組合 

７，２６４名 

（団体名）ささえあいコミュニティ生活協同組合新潟  

１，５８４名 

（団体名）生活協同組合パルシステム新潟ときめき  

１６，４２１名 

（団体名）新潟県農業協同組合中央会 

２４団体 

（団体名）新潟市消費者協会  

１７８名 

（団体名） 弁護士法人 一新総合法律事務所 

２９名 

（団体名） 新潟医療生活協同組合 

４０，８７４名 

 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 




